
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

認可地縁団体とは、町または字の区域、その他市町村内の一定

の区域に住所を有する地縁に基づいた「個人」の集まりからなる団

体で、「一定の条件を満たし市町村長の認可を受けて法人格を取

得したもの」です。これまでの自治会には不可能な「自治会名での不動産登記・契約」等を

することができる法的権利能力も認められています（平成３年自治法改正）。認可申請を検討さ

れる際には市民参加推進課にご相談ください。 

 

■ 法人化のための一定の要件 

①その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の

維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、現にその活動を行って

いると認められること。 

②その自治会が相当の期間にわたって存続している区域の現況を以て、その区域が住民

にとって客観的に明らかなものとして定められていること。 

③その区域に住所を有する全ての「個人」が希望により条件無く構成員になることができるも

のとし、現に過半数以上の「個人」が構成員となっていること。 

※これまでの自治会は「世帯」単位の会員ですが、認可地縁団体は「個人」単位の会員です。会議等の成

立や議決等に関しても「個人」が単位となる案件（一部、世帯単位議決が可能な案件）があります。 

④規約を定めていること。 
 

■ 代表者変更時の届出について 

代表者（氏名・住所）や事務所の所在（=代表者宅の場合）は告示項に該当するため、「告示事

項変更届出書（次ページ）」の提出も必要で、この届出には総会資料等の挙証資料を添付し

て提出します。この届出は皆さんの戸籍等の届出同様に「事後速やかに自発的に」行われ

る性格のもので、行政の指示を待って行うものではありません。 

▶「１　変更のあった事項・内容」は、新旧の代表者氏名と住所、主たる事務所を会長宅としている場合は、新旧

の事務所所在住所を記載します。（規約で集会所等の住所地を所在地としている場合は不要です。） 
▶前述部に関して、“認可地縁団体印鑑登録”をしている団体の場合は、新代表者氏名に生年月日を書き加え

てください。（代表者の生年月日が印鑑登録原票記載事項に含まれて、職権修正時に必要なためです） 
▶「変更年月日」は議決された総会等の期日、「変更理由」は代表者交代・附随しての事務所所在の変更等とし

ます。 
 
■ 認可地縁団体設立の手引 

令和４年９月に「認可地縁団体設立の手引」の改訂版を作成しました。自治会連合会ホー

ムページに掲載していますのでご覧ください。 

設立に際しご相談が必要な場合は事務局（市民参加推進課）へお問い合わせください。

１ 

認可地縁団体



 

様式第７号（第６条関係） 

 

　　年　　月　　日 

 

春日部市長　あて 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地縁による団体の名称及び 

主たる事務所の所在地 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名及び住所 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所 

 

 

告　示　事　項　変　更　届　出　書 

 

 

　　　　　年春日部市告示第　　　号により告示された事項について下記のとお

り変更があったので、地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により、告示さ

れた事項に変更があったことを証する書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

１　変更があった事項及びその内容 

 

２　変更の年月日 

 

３　変更の理由 

  

 



　認可地縁団体一覧
　認可順に掲載

Ｎ０ 認 可 地 縁 団 体 名 認 可 年 月 日

1 本 田 上 自 治 会 平 成 4 年 3 月 24 日

2 東 急 武 里 自 治 会 平 成 5 年 2 月 16 日

3 内 谷 町 会 平 成 5 年 10 月 14 日

4 高 野 台 自 治 会 平 成 6 年 6 月 8 日

5 東 町 町 会 平 成 7 年 6 月 6 日

6 六 軒 地 区 自 治 会 平 成 8 年 6 月 3 日

7 本 田 下 自 治 会 平 成 8 年 8 月 28 日

8 新 川 島 自 治 会 平 成 11 年 4 月 15 日

9 塚 内 地 区 自 治 会 平 成 11 年 8 月 10 日

10 藤 ヶ 丘 自 治 会 平 成 12 年 6 月 20 日

11 東 急 南 桜 井 自 治 会 平 成 12 年 8 月 2 日

12 正 風 タ ウ ン 自 治 会 平 成 12 年 11 月 27 日

13 下 吉 妻 区 平 成 13 年 2 月 2 日

14 中 央 二 丁 目 町 会 平 成 14 年 2 月 21 日

15 春 日 部 市 内 出 町 会 平 成 15 年 12 月 4 日

16 上 吉 妻 区 平 成 16 年 3 月 1 日

17 大 池 町 会 平 成 17 年 2 月 1 日

18 新 生 五 区 自 治 会 平 成 17 年 6 月 8 日

19 豊 野 町 自 治 会 平 成 17 年 6 月 13 日

20 小 渕 本 村 地 区 平 成 17 年 10 月 27 日

21 大 枝 地 区 自 治 会 平 成 17 年 12 月 27 日

22 道 口 蛭 田 地 区 自 治 会 平 成 18 年 9 月 27 日

23 永 沼 区 平 成 19 年 10 月 17 日

24 仲 町 町 内 会 平 成 20 年 3 月 21 日

25 木 崎 区 平 成 21 年 3 月 31 日

26 小 平 区 平 成 21 年 6 月 1 日

27 倉 常 区 平 成 22 年 6 月 18 日

28 椚 区 平 成 22 年 6 月 23 日

29 下 大 増 自 治 会 平 成 23 年 8 月 31 日

30 大 畑 自 治 会 平 成 23 年 8 月 31 日

31 東 中 野 区 平 成 24 年 5 月 24 日

32 西 親 野 井 区 平 成 25 年 2 月 5 日

33 米 島 駅 南 地 区 平 成 25 年 5 月 17 日

34 旭 町 町 内 会 平 成 25 年 5 月 28 日

35 立 沼 町 会 令 和 3 年 5 月 27 日

36 北 部 新 宿 区 自 治 会 令 和 4 年 10 月 20 日

37 藤 塚 新 田 自 治 会 令 和 4 年 12 月 5 日

38 大 場 新 田 自 治 会 令 和 5 年 7 月 11 日

39 西 宝 珠 花 区 令 和 5 年 7 月 27 日

40 上 蛭 田 地 区 自 治 会 令 和 6 年 8 月 21 日



 

平成２９年５月３０日施行の改正個人情報保護法で、全事業者に

個人情報保護法が適用されました。自治会名簿も該当するのでホ

ームページ上での扱いも含め、以下の点のほか、連合会の例や次ペ

ージ Q＆A を参考に、取扱いに十分注意してください。 

 

（１）個人情報を取得する時は、利用目的を本人に伝える。 

（２）個人情報を利用する時は、利用目的以外のことに使用しない。 

（３）個人情報を第三者に提供する時は、本人の同意を得る。 

（４）個人情報を保管する時は、安全に管理する。 

 

 

春日部市自治会連合会名簿の取り扱いについて 

１.　趣旨　 

連合会会員の私的な立場に留意し個人情報を保護するため、春日部市自治会連合

会名簿の取り扱いについて定める。 

２.　提供できる範囲 

（１）事務局は、次に掲げる場合に限り｢自治会名、自治会長氏名・住所及び電話番 

号｣を提供できるものとする。 

①　春日部市自治会連合会会員に対して提供するとき 

②　行政及び公共的団体に対して提供するとき 

③　行政又は公共的団体が委託する外郭団体に対して提供するとき 

④　その他自治会連合会会長が必要と認めるものに対して提供するとき 

（２）事務局は、次の場合に限り｢各地区のみの自治会名、自治会長氏名・住所及び 

電話番号｣を提供できるものとする。 

①　自治会への加入を希望する者に対して提供するとき 

②　自治会内において工事を行なう予定のあるもの（工事等の許認可を受けているものに限

る。）に対して提供するとき 

③　その他各自治会長が必要と認めるものに対して提供するとき 

（３）事務局は、次の場合に限り｢各地区のみの自治会名及び自治会長氏名｣を提供で 

きるものとする。 

①　市民、市内の事業所代表者等に対して提供するとき 

②　その他自治会長が必要と認めるものに対して提供するとき 

３.　その他 

この取り扱いについては、平成１６年４月１日より適用する。 

２ 

自治会活動と

個人情報保護



Ｑ＆Ａ （国や自治体のホームページより抜粋） 

 

１.　個人情報保護法の改正で一層個人情報の収集が厳しくなると感じている。個人情報の

提供に協力を求める際、どのように説明をすればよいか。 

　 

使用目的を明確にするとともに、これまでも各自治会で行っていただいている個人情報の

管理にかかる安全管理対策（鍵のかかるところに保管している等）により適正に管理されているこ

とをご説明いただき、名簿提供者に個人情報の収集についてご理解を得られるように進め

ていくことが大切です。 
 

２.　これまでの取扱い方法で収集した個人情報を会員名簿として配付するときは？ 

 

国のＱ＆Ａでは、「以前に会員名簿を作成する際、その会員に対して『利用目的』を伝

え、『第三者提供』について同意を得ていると思われますので、その場合は改めて何か行う

必要はありません。」とされています。  

過去の状況から明らかに同意を得ていないと考えられる場合や、個人情報をもらったとき

の状況が不明で不安と考える場合は、配付についてあらためて同意を得る必要があります。

同意を得る方法としては、例えば、自治会費徴収の際に、チェック欄を設け同意について確

認したことの記録を残すといった対応が考えられます。 

 

３.　これまでに取得した要配慮個人情報は法改正に伴い、再度本人に確認するなど、手続

きは発生するか。 

 

国のＱ＆Ａでは、「改正後の法施行前に適法に取得した個人情報が改正法施行後に要

配慮個人情報に該当したとしても、改めて取得のための本人同意を得る必要はありませ

ん。」とされています（「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）（案）」に関する

意見募集結果 No.436 より抜粋）。 

 

４　同意は口頭での確認でよいのか、書面等が必要なのか。 

 

口頭で構いませんが、その場合、日時や相手方（本人、親権者等）等、記録を取っておくこ

とを推奨します。また、本人の判断能力が不十分である場合は、親権者や法定代理人等か

ら同意を得ることも差し支えありません。 

 

５.　イベント時に写真を撮っているが、どのようなことに注意すればよいか。 

 

個人が特定できれば、写真や映像も個人情報にあたりますので、取扱いには一定の注意

が必要です。イベント時に参加者の写真を撮る場合、イベント告知のちらしや当日の会場

で、記録用や広報紙掲載のために写真を撮ること、不都合があれば事前に役員まで申し出

ていただくことを周知するとよいでしょう。 
 

.　

　



６.　緊急時に、自治会で収集した名簿の情報を地域で活用することはできるのか。  

 

法に基づき、大規模災害や事故等の緊急時など、人の生命、身体等の保護のために必

要があり、本人の同意を得ることが困難なときは、地域で情報を共有し、安否確認や避難支

援に活用することができます。 

 

７　自治会町内会で、住宅地図（看板）を掲示しており、名前（苗字）が載っていますが、今後

も掲示して問題ないですか？  

 

名簿と同様の考えで、今までも掲示していることから、同意を取れていると考えられる場合

には、改めての同意は不要です。ただし、新たにお引越しされてきた世帯を載せる場合は、

目的を明示し、掲示することの同意を得ることが望ましいと考えます。 

 

 

 

□個人情報の法律に関する問合せ窓口 個人情報保護委員会 

個人情報保護法相談ダイヤル☎03-6457-9849 

受付時間午前９時３０分～午後５時３０分（土日祝日及び年末年始を除く） 
 

個人情報保護委員会では、個人情報保護法の解釈や個人情報保護制度についての一般

的な質問にお答えしたり、個人情報の取扱いに関する苦情を相手方に申し出たが、相手方

の対応や回答内容をめぐり、争いが生じた場合に必要なあっせん等を行うため、電話による

相談窓口を設置しています。 
 

（　相談窓口にできること　） 

１.　個人情報保護法に関する一般的な質問への回答 

２.　苦情の内容を所掌する他の相談窓口の紹介 

３.　苦情の相手方事業者への苦情の内容の伝達（委員会が必要と認めた場合） 

４.　個人情報保護法に定められた義務に反する行為があった場合の通報の受付 

５.　個人情報の取扱いに係る苦情で解決しない場合の助言・あっせん 

（委員会ホームページからの抜粋） 
 

詳しくは、「個人情報保護委員会」のホームページを参照ください。 
 

　

. 　 



 

安心して市民活動やボランティア活動を行えるように、活動中に

起きた事故に対して、市が傷害事故や賠償責任事故を補償するも

のです。連合会に加盟する自治会については、事務局を通じて登

録をしておりますので、単位自治会ごとの個別登録は不要です。 
 

■ 対象となる活動 

公益性のある無報酬（交通費等実費程度は報酬とみなしません）の以下のような活動で、

事前準備や、往復途上の傷害事故も対象になります。また、熱中症、細菌性食中毒及びウ

イルス性食中毒等による事故も補償の対象となります。 

 
■ 対象とならない活動 

▶ 政治・宗教・営利を目的とするもの　　　▶ 自助的な活動、懇親・趣味等を目的とした活動 

▶ 職場や学校行事として行う活動　　　　 ▶ 危険度の高い活動（スポーツや祭り等） 

▶ スポーツ大会等の参加者の事故（指導者等は除く） 

▶ 祭り等の単なる観覧者や物品購入目的の来場者、講演会などの単なる聴講者 
 

■ 補償の内容 

（１） 賠償責任補償・・・市民活動団体の指導者等が活動中に、管理監督の不手際や指導・

誘導のミスなどによって参加者やその他の第三者の生命、身体若しくは財物に損害を与え、

法律上の損害賠償責任を負った場合にこの制度が適用されます。 

 

（２） 傷害補償・・・市民活動の参加者が活動中に急激かつ偶然な外来の事故でケガや死

亡した場合に適用されます。 

 

（３） 疾病補償･･･市民活動の参加者が急性心疾患や急性脳疾患で死亡した場合に適用

されます。補償金額は 1人につき 50万円です。 

 市民活動の区分 具体例

 
1.地域社会活動

防犯活動、防火・防災活動、清掃活動、資源ゴミの回収、リサイクル

運動、交通安全運動、地域保健衛生活動、募金活動、自治会活

動、ＰＴＡ活動等の活動及びこれらの準備活動

 2.社会福祉・奉仕活動
社会福祉施設等への援護活動、高齢者・心身障がい者等への援護

活動等の活動及びこれらのための準備活動

 3.社会教育活動 スポーツ･レクリエーション活動や文化活動及びこれらのための準備

活動。ただし、指導者等に限る。

 
4.青少年健全育成活動

ボーイ・ガールスカウト、地域青年会等の指導者育成活動、非行防

止パトロール活動、子ども会活動など

 区分 補償限度額 免責金額

 身体賠償 １人につき5,000万円／１事故につき２億円 1事故につき1,000円
 財物賠償 １事故につき500万円 1事故につき1,000円
 保管物賠償 １事故につき300万円 1事故につき5,000円

 区分 傷害事故 熱中症、細菌性食中毒及びウイルス性食中毒

 死亡補償 500万円 300万円

 後遺障害補償 15万円～500万円 9万円～300万円

 入院補償 １日　3,000円（事故の日から180日を限度）

 
手術補償

手術の種類に応じて、入院補償日額の10倍、20倍又は40倍の額（事故の日か

ら180日以内の手術）

 通院補償 １日　2,000円（事故の日から180日までの間で90日を限度）

３ 

市民活動総合 

補償制度



■ 事故が起きた場合 

（１） 連絡・報告書・・・活動中に万一事故が起こってしまった場合は、速やかに市民参加

推進課 (関係課で登録を行っている団体は関係課)に事故の連絡をするとともに、指定
の事故報告書を提出してください。（連合会ホームページ「様式集ダウンロード」からも「事故

報告書」がダウンロードできます。） 
 

（２） 判定・・・市から保険会社に事故報告の手続を取ります。その後市においてその事

故が本制度の対象となるか否かを調査し、判定結果を通知します。 
 

（３） 請求・・・補償金の請求について、補償金請求書を市から送付しますので、それを

市民参加推進課窓口まで提出してください。補償金は請求された方が指定する銀行口

座に振り込まれます。 
 
■ 市民活動総合補償制度Ｑ＆Ａ 

Ｑ：　活動場所と自宅との往復途上の事故は？　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

Ａ：　活動内容が制度の対象であれば補償対象。ただし、自動車事故についての賠償責任

補償は適用外（自動車保険の優先適用）。 

 

Ｑ：　交通費支給のボランティア活動は？　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

Ａ：　補償対象。ただし、交通費以外に活動の対価として報酬が出ている場合は対象外。 

 

Ｑ：　盆踊大会や運動会等の地域活動は？　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

Ａ：　運営するスタッフは補償対象。一般の参加者は対象外。 

 

Ｑ：　スポーツ少年団の活動は？　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

Ａ：　指導者は補償対象。団員は本来の活動（練習や試合）中は対象外だが、当該活動中

に行う清掃活動等のボランティア中の事故は補償対象。 

 

Ｑ：　市民活動中の事故等で第三者へ損害を与えた場合の示談等は？　　　　　　　　　　　　　 

Ａ：　市も保険会社も法的に関与不可で、加害者と被害者の当事者間の解決を要します。た

だし、保険会社は事故の処理について相談に乗ることや、示談金や賠償金の算定へ

のアドバイス等についての対応はできます。 

 

Ｑ：　今まで加入していた他の保険は不要か？　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

Ａ：　本制度の対象活動や補償内容は、それぞれの団体が独自で加入されていた保険と全

く同じではありません。内容を比較して必要であれば他の保険加入も継続ください。 

 



 

市には令和７年３月１日現在で、4,767 世帯／6,499 人の外国

籍の方が住民登録をしていて、多い順に、ベトナム、中国、フ

ィリピン、パキスタン、ネパール、インドネシアの人々となり

ます。国は、外国人労働者の受け入れを拡大しており、本市に在

住する外国人も増加傾向にあります。時には価値観や生活習慣が

違うことから、近隣とのトラブルになることもありますが、多文化共生社会で生活し

ていく住民同士という気持ちで、地域生活のルールを説明しながら相互理解を深めて

いくことが大切です。また、世界の人々の中には地震を経験したことが無いという人

もいるので、災害時にパニックを起こさず、自分を守る行動を取れるように、周囲か

らの災害教育も必要です。日本人にとって当たり前なことが、外国人住民にとって当

たり前でないこともあります。外国人も日本人もお互いの文化の違いなどを認め合い

ながら、いざというときには助け合える関係を築くことが大切です。 

下記情報について、または、お困りのことがありましたらご連絡ください。 

（市民参加推進課　市民参加・国際担当　内線 2637） 

 

【市役所等で提供している情報】 
 

（１）外国人総合相談センター埼玉（☎048-833-3296）（埼玉県国際交流協会） 

　　　外国語で電話による生活相談ができます。入管相談、労働相談、法律相談の専門相 

談もできます。 学校、病院、幼稚園、保育園等で、日本語がわからなくて困ったときは 

多言語で相談ができます。 

（対応言語： 英語、中国語、スペイン語、ポルトガル語、韓国・朝鮮語、タガログ語、タイ語、

ベトナム語、インドネシア語、ネパール語、ロシア語、ウクライナ語、やさしい

日本語） 

（２）外国人生活支援ポータルサイト（出入国在留管理庁） 

　　　出入国在留管理庁が外国人や支援者にとって有用な情報を提供しています。 

日本で安心して生活するために必要なことや大事なことを、みなさんにお知らせするウェ 

ブサイトです。色々な言葉で書いた、国からのお知らせなどを見ることができます。 

（３）外国人のための日本語教室（春日部市国際交流協会（KIFA）） 

在住外国人が市民生活をおくる上で持つ不安や悩みを少しでも解消できるように、コミ

ュニケーションの手段としての日本語を学習する場として、春日部市国際交流協会（KIFA）

が日本語教室を開講しています。 

予約は不要で、いつからでも無料で参加できます。日本語を学びたい方に、ぜひ、紹

介してほしい情報の一つです。教室内容や開催状況等の詳細は、市民参加推進課へ問

い合わせください。 

・粕壁市民センター（中央公民館） 

➡木曜日の午後 7 時～9 時／土曜日の午後 2 時～4 時 

・庄和会堂（春日部福音自由協会） 

➡火曜日の午前 10 時 15 分～11 時 45 分／水曜日の午後 7 時 15 分～8 時 45 分 

 

【英語版資料】 

続くページに掲載➡町内会・自治会／ゴミの分別と収集日／油を捨てるとき

４ 

外国人への対応



 

町 内 会 ・自治会  

ちょうないかい じ ち か い

「町内会」や「自治会」とは、住んでいる人たちがつくる地域のコミュニティ団体で、日本で
ちょうないかい じ ち か い す ち い き だんたい に ほ ん

はどこにでもあり、地域では以下のようなことをしています。 
ち い き い か

・役所などからの情報の載った回覧板をまわす 
や く し ょ じょうほう の かいらんばん

・防犯活動、防災訓練　　　・親睦を深めるための行事やイベント 
ぼうは ん か つ ど う ぼ う さ い くんれん し ん ぼ く ふ ぎ ょ う じ

こうした町内会や自治会の活動は、住民の会費で運営されていますが、外国籍の住民で
ちょうないかい じ ち か い か つ ど う じゅうみん か い ひ う ん え い がい こ く せ き じゅうみん

も加入できます。どうやって自治会の会員になるかを近所の人に聞いてみてください。 
か に ゅ う じ ち か い かいいん き ん じ ょ ひ と き

 
Neighborhood and residents’ associations 
Neighborhood / residents’  association, or town community, called “Cho-nai-kai ”  or 

“jichi-kai” is very common at any town in Japan. Followings are their activities. 

*　 Pass on the local circular/notice board “ Kairan-ban ”  to give the information from 

municipal offices.
 

*　Security activities against crimes, disaster prevention training. 

*　Festivals or events to create opportunities for people in neighborhood to socialize with 

each other. 

The community runs at membership fee though, foreign residents are also welcome at 

anytime. You may ask your neighbors how you can join the community. 
 

ゴミの分 別と 収 集 日  

ぶんべつ しゅうしゅう び

ゴミは種類によって数種類に分別されなければならず、これらのゴミの
し ゅ る い す う し ゅ る い ぶんべつ

収集日も種類ごとに決まっています。ですので、収集日やゴミの分け方
しゅうしゅう ひ し ゅ る い き しゅうしゅう び わ かた

が示された（無料の）カレンダーを市役所や近くの公民館でもらってくだ
し め む り ょ う し や く し ょ ちか こ う み ん か ん

さい。また、ゴミ集積場が近所の人々によりきれいに保たれていることを
しゅうせきじょう き ん じ ょ ひ と び と た も

理解いただき、いつも次の事に気をつけ、ご近所さんと仲良く生活してください。 
り か い つぎ こ と き き ん じ ょ な か よ せいかつ

 
Garbage Sorting and Collection day 
Garbage must be sorted into several kinds, and collection day is different depending on the 

type of garbage. You can get the （free）garbage calendar at City Hall or Community Centers.    

The calendar shows collection days and the way of sorting. Always remember that collection 

area is kept clean by the people in the neighborhood, and keep in mind following points to 

make good relationship with neighbors. 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

油 を捨てるとき  

あぶら す

台所の流しにゴミや 油 を絶対に流さないでください。さもなければ、排水管を詰まらせて
だいどころ なが あぶら ぜったい な はいすいかん つ

しまいます。賃貸物件に住んでいても、詰まった排管の修復はたいていの場合は住んでい
ちんたいぶっけん す つ はいかん しゅうふ く ば あ い す

る人の負担になります。そうならないようにするには、新聞紙や使い古しの布などを用意して、
ひ と ふ た ん し ん ぶ ん し つか ふる ぬの よ う い

油 や油脂をこれにしみ込ませ、燃えるごみと一緒に捨ててください。 
あぶら ゆ し こ も い っ し ょ す

 

Disposing Oil or Grease 
Never flush any garbage, grease and oil down the drain, or the 

drainage pipe would be stuck. The restoration of the clogged pipe is 

usually at your cost even living in a lease room or house. When 

disposing oil, prepare some old newspaper or rug, and let oil soak 

into paper. Then you can take it out as combustible garbage. 

① ゴミ出しの日時 
ご み だ に ち じ

② 利用できるゴミ集 積 場の場所 
り よ う しゅうせきじょう ば し ょ

③ 燃えるごみと燃えないゴミの分別 
も も ぶんべつ

④ 資源ごみの分別（ビン、カン、ペットボトル、古新聞など） 
し げ ん ぶんべつ ふるしんぶん

⑤ 粗大ゴミ収 集は、事前の依頼が必要かつ別料金がかかります。 
そ だい しゅうしゅう じ ぜ ん ひつよう べつりょうきん

環境センター（☎734-2111）へ電話してください。 
かんきょう で ん わ

⑥ 収 集されない特定のゴミは絶対に出さないでください。法律に基づき取り締
しゅうしゅう とくてい ぜったい だ ほうりつ もと と し

まられます。 

⑦ ゴミを減らし、再利用やリサイクルに協 力ください。 
へ さいりよう きょうりょく

① Day and time you can put out your garbage. 

② Place(Collection area) you can put out your garbage. 

③ Sorting into combustible and non-combustible. 

④ Sorting among recyclable resources (glass bottles, cans, PET-plastic bottles, old 

newspapers, etc.) 

⑤ For oversized garbage, you should pay some extra for it. 

Make contact to the city sanitation office in advance. （☎048-734-2111） 

⑥ Never dispose of specific garbage that is not collected. Or you may be banned by 

law. 

⑦ Please reduce the amount of garbage and cooperate with reuse and recycling.



 

暴力・虐待問題は地域だけではなく、家庭の中でも発生します。

心身が傷つくばかりか、人命が犠牲になる痛ましい事件も後を絶ち

ません。児童虐待や高齢者虐待、ドメスティック・バイオレンス(配偶

者等からの暴力)、障がい者虐待は、各法律により犯罪行為として罰

せられます。相談を受けた人は、直接、相談機関に連絡するか、または当事者から思い切っ

て相談することを強く勧めてください。 

 

❶　児童虐待　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

親や養育者が子どもに危害を加えたり、不適切な育て方をしたりすることを児童虐待と呼

び、「児童虐待の防止等に関する法律」で禁止された行為です。 

 

児童虐待の４つのタイプ　～「しつけのつもり」でも暴力は虐待です～ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

●「しつけ」と「虐待」は違います 

多くの場合、虐待している親は自分の行為を「しつけ」だと主張します。しかし、親が「しつ

け」だと思っていても、その行為が子どもの心身を傷つけるものであれば「虐待」になります。

子どもの成長段階を無視した要求で、子どもが苦痛を感じないようにしましょう。子どもが今ま

でできなかったことができるようになったら、どんなに小さなことでも必ず褒めてあげましょう。

愛情を持って向き合うことが大切です。 

 

身体的虐待 

●殴る・蹴る・叩く・投げ落とすなどの暴力

●激しく揺さぶる 

●やけどを負わせる 

●溺れさせる 

●首を絞める 

●戸外に閉め出す　など 

性的虐待 

●子どもへの性的行為の強要 

●性器や性的行為を見せる 

●性器を触る・触らせる 

●ポルノグラフィの被写体にする　など 

心理的虐待 

●子どもの目の前での夫婦喧嘩や DV 

●無視・拒否的な態度を取る 

●罵声を浴びせる・怒鳴る 

●きょうだい間での極端な差別的な扱い 

●言葉による脅し　など

ネグレクト（保護の怠慢・養育の放棄） 

●家に閉じ込める（学校に登校させない） 

●食事を与えない 

●ひどく不潔にする 

●重い病気になったりケガをしても 

病院に連れて行かない 

●子どもを家に残したまま外出する　など 

　

５ 

虐待等の 

社会問題への 

対応 



● 児童虐待に関する連絡(通告)・相談先 

｢虐待かな？はっきりしないけど気になる｣など、迷う時も連絡してください。どんなにささい

なことでも構いませんので、子どもたちのために、まずは次の機関へご一報ください。勇気あ

る連絡が子どもの生命や権利を守ることになります。（連絡した人が特定されないように、秘密は守

られます。） 
 

～気になることがあれば、迷わずご連絡ください～ 

 

児童虐待の相談先(前掲以外の児童虐待に関する相談先です) 

 

 

 

 ① 連絡(通告)機関 連絡(通告)先 受付日時

 
春
日
部
市

こども相談課
☎ 736-1111 

（内線 2932～36） (祝休日、年末年始を除く) 

月～金曜日 8:30～17:15  庄和総合支所 

福祉・健康保険担当

☎ 746-1111 

（内線 7044～47）

 
越谷児童相談所 ☎ 048-975-4152

(祝休日、年末年始を除く) 

月～金曜日 8:30～18:15

 
児童相談所虐待対応ダイヤル ☎ 189（いちはやく）

24 時間対応（一部の IP 電話から

はつながりません）

 
埼玉県虐待通報ダイヤル ☎ ＃7171（ないない）

24時間対応（つながらない場合は 

☎ 048-762-7533）

 春日部警察署 ☎ 734-0110 24 時間対応

 ② 相談機関 連絡先 受付日時

 
家庭児童相談室 

（市役所 3階）
☎ 736-1111（内線 3963）

(祝休日、年末年始を除く) 

月～金曜日 

10:00～正午、13:00～16:00

 児童相談所 

相談専用ダイヤル

☎ 0120-189-783 

（いちはやく・おなやみを）
24 時間対応

 NPO 法人埼玉子どもを 

虐待から守る会
☎ 048-835-2699

(祝休日、年末年始を除く) 

月～金曜日 10:00～16：00

児童虐待防止全国ネットワークではオレンジリボン運動を推進中。 

「オレンジリボン運動」でホームページを検索、または http://www.orangeribbon.jp/



❷　ドメスティック・バイオレンス(ＤＶ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

配偶者や恋人など親密な関係にある者からの殴る・蹴るなどの身体的暴力、言葉などによ

る精神的な暴力、性行為の強要などの性的暴力、生活費を渡さないなど経済的暴力、こど

もを利用した暴力のことをＤＶと言い、ＤＶは、犯罪行為を含む重大な人権侵害です。 

 

●「ＤＶなんて夫婦喧嘩じゃないの？」「嫌なら逃げればいいのに…」 

ＤＶについて、このような声がささやかれることがあります。ＤＶは優しくなるハネムーン期

から、機嫌が悪くなる緊張期、暴力を振るう爆発期、そしてまた優しくなるといった３つの場面

からなるサイクル(周期)があると言われています。ＤＶの被害者は、暴力への恐怖心や逃げる

ことができない状態が続くことにより、次第に何をやっても無駄だという無力感に襲われたり、

「私が悪いからだ」という心理状態に陥り、抜け出すことができない状態に追い込まれてしま

います。もし、ＤＶについて相談されたら、相談者に次の機関をご紹介ください。また、命の

危険がある場合は１１０番通報、または最寄りの警察署に行くことを勧めてください。 
 

 連絡(通告)機関 受付日時

 春日部市配偶者暴力 

相談支援センター 

☎ 739-6831

・配偶者や恋人など親密な関係にある者から振るわれる暴力（DV）相談 

(祝日､年末年始を除く)　月～金曜日 8:30～17:15

 

春日部市男女共同 

参画推進センター 

（ハーモニー春日部） 

☎ 731-3333

【女性の相談】 

・女性総合相談（予約可）※電話・面接相談 

(年末年始を除く)　月･火･水･金曜日 10:00～15:00 

・女性のからだ相談（予約可）※電話・面接相談 

(年末年始を除く)　木曜日 13:00～16:00 

･女性のカウンセリング相談（予約可）※面接相談 

(年末年始を除く)　第 1･2･3 土曜日 12:00～16:00 

・女性のための法律相談（当月 1 日から予約可）※面接相談 

(年末年始を除く)　第 4 土曜日 13:00～16:00

 【男性の相談】 

・男性のための相談（前月 1 日から予約可）※電話・面接相談 

(年末年始を除く)　第１日曜日 13:00～16:00

  

埼玉県 

ＤＶに関する相談 

☎ 048-600-3700

・埼玉県男女共同参画推進センター（ｗｉｔｈ　ｙｏｕ　さいたま）の電話相談 

（年末年始および臨時休館日を除く） 

月～水、金、土曜日 9:30～20:30 

日曜日、祝日・休日 9:30～17:00 

・埼玉県女性・DV チャット相談「たまチャ」 

　　　(年末年始を除く)　日･水･金曜日 15:00～21:00

 埼玉県 

男性のための電話相談 

☎ 048-601-2175

・男性臨床心理士による男性のための電話相談 

(年末年始を除く)　第 1･3 日曜日 11:00～15:00

 春日部警察署 

☎ 734-0110
・一般相談（祝日、年末年始を除く）　月～金曜日 8:30～16:15 

・緊急時 　毎日 24 時間対応

 内閣府 

DV 相談＋(プラス) 

☎ 0120-279-889

・電話 24 時間受付 

・チャット相談 （多言語対応）12：00～22：00　　　　ホームページ 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　QR コード



❸　高齢者の虐待防止・見守り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

高齢の親に対して子が虐待を繰り返す行為や、「特殊詐欺」などの悪質な犯罪が増えて

います。さらに、核家族化により、高齢者のみの世帯、特に単身高齢者世帯が急速に増え

てきており、高齢者の孤独死が社会問題となっています。 

高齢者虐待については「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する

法律」が施行され、第一発見者に対する通報の義務化とともに、市町村においては必要な

調査をすることが可能になりました。実際に地域において普段から高齢者に対する見守り活

動を継続していたため、被害を最小限に食い止めることができたというケースもあります。日

頃から高齢者虐待等の早期発見と見守り体制の強化を図ることが大変重要となっています。 
 

● 高齢者虐待とは 

高齢者虐待は、高齢者と何らかの人間関係がある者が高齢者に対して身体的・性的・心

理的・あるいは経済的に危害を加えるもので、これらには放置や世話の放棄などネグレクトと

呼ばれる行為も含みます。これらの行為は、高齢者の心身に深い傷を負わせ、高齢者の人

権を損なう深刻な問題であり、時には犯罪になることもあります。 

虐待自体は家庭内など「密室空間」で行われるため、「見えにくい」、「気づかれにくい」と

いう特徴があり、また、虐待者側の問題として「虐待をしているという意識がない」、「虐待を

認めたがらない」、「虐待を隠そうとする」、虐待をされる側の問題として「虐待者を意識して

かばう」という傾向があります。 
 

● 高齢者の見守りのために 

まずは地域における自治会と高齢者とのふれあい交流事業などを通じて、閉じこもりがち

な高齢者に対して生きがいを持っていただくよう働きかけをお願いします。また、日常的な活

動の範囲内において、高齢者宅における虐待や消費者被害あるいは生活の異常など、不

自然な状態を発見した場合には、次の機関へ状況を連絡ください。 
 

 

● 特殊詐欺被害防止のために 

特殊詐欺の犯人からの電話は、いつ、誰に掛かってくるかわかりません。犯人は、息子や

孫、警察官や市役所職員、銀行員などあらゆる者になりすまして相手を騙そうとします。「電

話番号が変わった」と言われたときには、電話を切った後に元の電話番号にかけて確認しま

しょう。市役所職員や警察官からの電話の場合、自分で官公署の電話番号を調べて折り返

し電話して確認しましょう。 

 連絡(通告)機関 連絡(通告)先 受付日時

 

春
日
部
市

高齢者支援課
☎ 736-1111 

（内線 2765～7）

(祝日、年末年始を除く) 

月～金曜日 8：30～17：15 

平日夜間、土・日・祝日、年末年始の 

緊急時は☎ 736-1111
 庄和総合支所 

福祉･健康保険担当

☎ 746-1111 

（内線 7044～7）

 
消費生活センター ☎ 739-7100

(祝日、年末年始を除く) 

月～金曜日 10：00～16：00

 
春日部警察署 ☎ 734-0110

(祝日、年末年始を除く) 

月～金曜日 8：30～16：15 

緊急時は(毎日)24 時間対応



被害防止には、通話録音機能や留守番電話機能、ナンバーディスプレイなどで相手を確

認してから電話を掛け直すことも有効です。また、日頃の家族内コミュニケーションや、直ぐ

に相談をすることができる地域環境を醸成することも大切です。 
 

 

 

 

❹　障がい者虐待　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

障がい者虐待は、障がいのある人と何らかの人間関係にある者が、障がいのある人に対

して、児童虐待や高齢者虐待同様、主に身体的・心理的虐待やネグレクト（放置・放棄）を繰り

返すなど、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」で禁止さ

れた行為です。なお、障がい者虐待（疑いを含む）通報は、同法で市民の皆様に義務づけら

れております。虐待を発見した場合は、次の機関に状況を連絡ください。 
 

※　生命に重大な危険があるなど緊急の場合は 110 番へ 

 

 

【その他の犯罪や災害、急変事態への対応】 

● 災害発生時の安否確認➡災害用伝言ダイヤル☎ １７１ 

● 急病時の相談･医療機関の案内➡埼玉県救急電話相談☎ ＃７１１９ 

● 性犯罪被害の相談➡性犯罪被害相談電話☎ ＃８１０３（ハートさん） 

● 契約、悪質商法等の相談（最寄りの消費生活センター等を案内） 

➡消費者ホットライン☎ １８８（いやや！） 

 連絡(通告)機関 連絡(通告)先 受付日時

 
春日部警察署 ☎ 734-0110

(祝日､年末年始を除く)月～金曜日 8:30～16:15 

緊急時は（毎日）24 時間対応

 警察総合相談センター ☎ ＃9110 (祝日､年末年始を除く)月～金曜日 8:30～17:15

 連絡(通告)機関 連絡(通告)先 受付日時

 
春
日
部
市

障がい者支援課

☎ 736-6835 

　FAX 734-1294 

（24 時間受信）

・(祝日、年末年始を除く) 

月～金曜日 8:30～17:15 

・夜間・休日の連絡は、 

☎ 736－11３１
 庄和総合支所 

福祉・健康保険担当
☎ 746-9702

 
春日部警察署 ☎ 734-0110

(祝日、年末年始を除く) 

月～金曜日 8:30～16:15 

緊急時は(毎日 24)時間対応

 
埼玉県虐待通報ダイヤル

☎ #7171 

つながらない場合は、 

☎ 048-762-7533

24 時間対応





　　
　

◆地域での災害発生時の体制強化（危機管理防災課と連携）
　・自治会と連携し、避難所開設訓練や避難所運営訓練などを実施
　・豊野・武里地区の自主防災組織の取組を参考に、市内各地区におけ
　　る取組へ拡大することを目指す
◆防犯意識の向上（くらしの安全課と連携）
　・スマホ教室の開催に合わせ、特殊詐欺・消費者被害防止や交通安全
　　に関する講習会の実施

　　　　　　

　　
　

◆自治会活動の支援
　・自治会からの各種提出書類及び自治会運営等に関する相談窓口
　・総会や役員会等開催時の会議室等の使用料を免除
◆地域コミュニティの活性化
　・各地区に「春日部市地域づくり推進協議会」を設置し、
　　地域の方々と共に地域の課題などを協議し、課題解決に向け一体と
　　なり、地域コミュニティの活性化を図るための取り組みを考える

春日部市市民センター（地区センター・公民館）の概要

　　

　市内の８公民館に新たに４つの機能を追加し、地域まちづくりの拠点施設として活
用することで、「地域コミュニティの活性化」及び「市民の利便性の向上」を図る。

事業概要
　　
　

　

　　

　　

　　　　　　

４つの機能

①地域まちづくりの拠点としての機能

　～自治会活動の支援、地域コミュニティの活性化～

②防災・防犯の拠点としての機能

　～地域での災害発生時の体制強化、防犯意識の向上～

③こどもの居場所づくりとしての機能

　～こどもたちの学習スペースの設置及び施設の一部を遊び場として開放～

④各種証明書発行の機能　⇒　行政キオスク端末の設置

　～マイナンバーカードを使用し、住民票の写しや各種証明書等の取得が可能～

　 　　 施設名称　　　      　   新たな機能　

市民センター　＝　（地区センター　＋　公民館）　

①地域まちづくりの拠点としての機能 ②防災・防犯の拠点としての機能

　　
　

◆学習スペースの設置

　・小・中・高校生などを対象に各施設の共用部に学習スペースを設置

　・学習スペース満席時には、施設の空き室を開放するなど柔軟に対応

◆施設の一部を遊び場として開放（こども育成課と連携）

　・小学生を対象に施設の一部を遊び場として開放

　・土曜日、日曜日及び夏休み等長期休暇期間の「こどもの居場所の充

　　実」に向けた施策を検討

③こどもの居場所づくりとしての機能
　　
　

◆行政キオスク端末の設置

　・住居の近くでマイナンバーカードを活用し、住民票の写しや市民税、

　　県民税課税(非課税)証明書、各税目の納税証明書(車検用納税証明書

　　を除く)などの取得が可能

　・コピー機としての利用も可能

　・利用時間：９時から１７時

④各種証明書発行の機能

ＤＸを推進！

施
設
名
称
は
「
市
民
セ
ン
タ
ー
」
に
な
り
ま
す

　 施設名称　　(新たな機能＋新たな機能が加わる公民館)

粕壁市民センター（粕壁地区センター・中央公民館（粕壁地区公民館））

内牧市民センター（内牧地区センター・内牧地区公民館）

豊春市民センター（豊春地区センター・豊春地区公民館）

武里市民センター（武里地区センター・武里地区公民館）

幸松市民センター（幸松地区センター・幸松地区公民館）

豊野市民センター（豊野地区センター・豊野地区公民館）

武里大枝市民センター（武里大枝地区センター・武里大枝公民館）

庄和市民センター正風館（庄和地区センター・庄和地区公民館）



 

【業務委託】 

１．行政連絡等業務委託 

１．行政連絡等業務委託 

 

 

【各種支援制度】 

１．集会所施設整備補助金 

 

２．コミュニティ助成事業 

 

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 

内　容

市民への円滑な情報伝達（広報紙等の配布）を図るため、市と自治会連合会で広報

紙等の配布に関する業務委託契約を結び、委託料が連合会から各自治会に分配さ

れます。業務は、広報かすかべ年１２回、議会だより年４回、シルバー人材センター機

関紙、男女共同参画情報誌「ハーモニー」、自治会連合会会報、ゴミニケーションカ

レンダー等年１回の配布、その他募金等の回覧等、通年を通して実施されます。 

●委託料：１自治会あたり５万円＋６５０円×世帯数

 担　当 市民参加推進課　市民参加・国際担当(内線 2634・2635) 

 対象団体 自治会等

 

内　容

集会所施設整備事業を行う自治会等に対し補助金を交付し、地域の一体感の醸成

及び共通課題解決を図ります。 

●対象となる事業：コミュニティ活動の拠点となる施設の整備であって、ソフト事業を組

み合わせて効果的に実施する事業。施設整備は、新築の他、既存施設の改築を含む。 

●補助率及び補助限度額 

（１）補助率２／３以内で限度額５００万円 

（２）補助率３／４以内で限度額８００万円（当該事業が、埼玉県の要綱に基づく補助金の

交付を受ける場合）

 申請時期 建設予定年の２年前からの事前協議が必要です。

 担　当 市民参加推進課　市民参加・国際担当(内線 2634・2635)

 対象団体 自治会等のコミュニティ組織（⑵は認可地縁団体対象）

 

内　容

コミュニティ活動の健全な発展を図るため、財団法人自治総合センターが決定した事

業に対し助成金を交付します。 

（１）一般コミュニティ助成事業（集会所施設の備品整備等）１００万円～２５０万円 

（２）コミュニティセンター助成事業（コミュニティセンター等の建設整備。建築基準法 2 条

14 号・5 号規定の大規模修繕含む）総事業費の３／５以内で限度額１，５００万円 

（３）青少年健全育成助成事業（スポーツ・文化・イベント等の事業）３０万円～１００万円

 
申請時期

申請前に事前協議が必要です。但し、一般コミュニティ助成事業は新規の要望受付

を見合わせています。

 
担　当

(１) (２) 市民参加推進課　市民参加・国際担当(内線 2634・2635) 

(３)こども育成課　こども育成担当（内線 2572）

７　自治会に関わる各課の事業



３．耐震改修等事業補助金 

 

４．自主防災組織育成事業補助金 

 

５．自主防災訓練支援事業 

 

６．避難行動要支援者避難支援制度 

 

 

 対象団体 自主防災組織を設立している自治会連合会加盟自治会

 内　　容 自治会等が管理し、非常用物資の備蓄機能を兼ね備え、災害時の一時避難等の

対応が可能である集会所等を耐震化する際の補助金。 

●補助対象となる建物：昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けて工事に着手

し、建築された旧耐震建築物の地区集会施設等（春日部市自治会連合会に加入

し、春日部市自主防災組織を設立している者が管理している集会所など。非常用物

資の備蓄機能を兼ね備え、災害時の一時避難の対応が可能であることが必要。） 

●補助率及び補助限度額 

・耐震診断：要した費用の２／３で限度額５万円 

・耐震補強：要した費用の２３％で限度額４０万円

 申請時期 通年（申請前に事前協議が必要）

 担　　当 建築課　建築総務担当（内線 3618）

 対象団体 自治会連合会加盟自治会が設立する自主防災組織

 内　　容 自主防災訓練を実施した場合、防災意識の高揚と防災活動の技術向上を目的に、

自主防災組織の活動に必要な防災資機材等の整備に対して、補助金を交付しま

す。（随時申請） 

①設立補助：自治会が新たに自主防災組織を設立する際に、必要な防災資機材等

の整備に関する補助金交付。 

②一般補助：必要な防災資機材等の整備に関し、世帯数に応じた補助金交付。 

③特別補助：高額な単一防災資機材等の整備に関する補助金交付。

 担　　当 危機管理防災課　危機管理防災担当(内線 2135)

 対象団体 自治会連合会加盟自治会が設立する自主防災組織等

 内　　容 地域の特性や住宅環境を加味して訓練メニューを選択し、それぞれの組織にあった

訓練の実施を支援し、地域の防災力向上を図ります。（随時実施）

 担　　当 危機管理防災課　危機管理防災担当(内線 2135)

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 内　　容 春日部市では、災害発生時に自力での避難が困難で、特に支援が必要な人に対し

て、地域の人の協力によって速やかな避難を行えるようにするため、避難行動要支

援者避難支援制度を導入しています。

 担　　当 危機管理防災課　危機管理防災担当(内線 2135)



７．防犯対策事業 

 

８．市民体育祭地区大会 

 

【市からの情報提供】 

１．古利根川清掃 

 

２．「春のクリーンデー」市内一斉清掃 

 

３．江戸川クリーン大作戦 

 

 

 対象団体 自主防犯活動団体として市に登録されているボランティア団体 

※5 人以上の構成員で月 1 回（年 12 回）以上の活動している団体

 内　　容 自主防犯活動団体として市に登録されているボランティア団体に対して、自主防犯

活動者への市民活動総合補償制度（ボランティア保険）の適用、防犯活動用品（ベス

ト、帽子、タスキ）を配付し、防犯活動を支援します。

 登録手続 随時、受付。登録団体には、毎年、3 月下旬から 4 月上旬ごろに自主防犯活動団体

代表者あてに防犯活動団体登録申請書・自主防犯活動団体活動員名簿等の提出

を依頼します。

 担　　当 くらしの安全課　交通防犯担当（内線 2825）

 対象団体 粕壁地区・内牧地区・豊春地区・武里地区・幸松地区・豊野地区・団地地区・庄和地

区の各地区実行委員会

 内　　容 スポーツ・レクリエーションを通して市民相互の親睦と交流を深め、健全な地域の発展を

図ります。市民体育祭実行委員会と業務委託契約を締結し、例年１０月に開催される地

区体育祭を主管する地区実行委員会に委託金を分配します。

 担　　当 スポーツ推進課　スポーツ推進担当(内線 3254)

 対象団体 古利根川流域の自治会等

 内　　容 市域古利根川両岸を河川近隣の自治会・各種団体・事業所などが協力して一斉に

河川清掃をするイベントへの参加と、各戸へ開催チラシの配布を依頼します。

 実施時期 ３月の第１日曜日

 担　　当 市民参加推進課　市民参加・国際担当(内線 2875・2876)

 対象団体 自治会連合会加盟自治会等

 内　　容 環境美化清掃活動及び啓発活動の実施計画書の作成、一斉清掃への参加。

 実施時期 毎年、５月の最終日曜日、午前９時より２時間程度

 担　　当 リサイクル衛生課　リサイクル・収集担当(内線 3533)

 対象団体 庄和地区の江戸川流域の自治会

 内　　容 河川敷のゴミを一斉清掃し河川を常に美しく保ち、正しく安全に利用する運動を推

進します。江戸川右岸(春日部市)河川敷の清掃協力を依頼します。

 実施時期 毎年、５月の最終日曜日、午前９時より約２時間実施

 担　　当 河川課　河川施設担当(内線 3667・3668)



４．道路側溝清掃の汚泥収集袋配布 

 

５．資源回収団体奨励金交付制度 

 

６．夏季展示 

 

７．放課後子ども教室 

 

８．「文化財防火デー」防災訓練 

 

９．春日部市立学校 学校選択制度（庄和地域のみ） 

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 内　　容 道路側溝清掃による汚泥回収に使う土のう袋を、随時、無料配布しています。

 担　　当 道路管理課　道路維持担当(内線 3422)

 対象団体 自治会等のコミュニティ組織のうち諸要件を満たす団体

 内　　容 家庭廃棄物の中から再利用が可能な下記の資源物を集団で回収する市民団体（諸

要件あり／要事前登録）に対し、奨励金を交付します。 

●金属類…アルミ缶、スチール缶、鉄くずなど 

●びん類…酒・しょう油・ビールびん、その他あきびん類 

●紙類…新聞、チラシ、雑誌、ダンボール、牛乳パック、雑がみなど 

●布類…古着、布など 

●奨励金：資源物１キログラム当たり２．５円（１キログラム未満は切り捨て。）

 申請時期 申請時期ごとに提出期限あり。年度末申請は 3 月 31 日まで（厳守）。

 担　　当 リサイクル衛生課　リサイクル・収集担当(内線 3533)

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 内　　容 郷土資料館の夏季展示会を周知するポスターの掲示、パンフレットの回覧を依頼しま

す。

 実施時期 ７月中旬

 担　　当 文化財課　郷土資料館(内線 4839)

 対象団体 市内小学校区・義務教育学校区の自治会

 内　　容 放課後等に学校施設等を活用し、スポーツ・文化活動や地域の方々との交流活動

等の機会を希望児童に提供する「放課後子ども教室」の、地域ボランティアの募集

および教室運営の協力を依頼します。

 実施時期 通年（実施する小学校区・義務教育学校区により実施時期が異なる）

 担　　当 こども育成課　放課後児童クラブ担当(内線 2917)

 対象団体 当該年度に実施する自治会

 内　　容 地域ぐるみ、住民ぐるみの文化財愛護と防災意識の高揚を図るため、地域の文化遺

産を対象に実施する防災訓練への参加及びチラシの回覧を依頼します。

 実施時期 １月下旬

 担　　当 文化財課　文化財担当(内線 3234)

 対象団体 庄和地区の自治会

 内　　容 庄和地域の保護者に市立学校の学校選択制度をお知らせするチラシの配布を依頼します。

 実施時期 お知らせ（チラシ）の配付時期：５月・８月広報同時配付 

学校選択制度の申請時期：８月中旬～９月中旬

 担　　当 学務課　学事担当(内線 3156)



１０．不審者対策 

 

１１．市民アカデミー 

 

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 目　　的 

内　　容

不審者から児童生徒の安全を守るため、各学校が夏季休業日前に自治会長、地域

の方及び保護者に不審者対策に関する文書を配布します。（教育委員会、小・中・義

務教育学校、小・中・義務教育学校ＰＴＡ、自治会連合会、春日部警察の連名）

 実施時期 7 月

 担　　当 指導課　指導担当(内線 4745)

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 内　　容 社会教育に関する講演や人権啓発につながる作文やポスターの発表を行う「市民

アカデミー」への参加を依頼します。

 実施時期 １０月

 担　　当 社会教育課　社会教育担当(内線 3212)



【各種委員の推薦】 

１．クリーンかすかべ推進員 

 

２．国勢調査事務事業 

 

３．民生委員・児童委員、主任児童委員候補者 

 

４．地域防犯推進委員 

 

５．春日部市自主防災組織連絡協議会役員 

 対象団体 自治会連合会加盟自治会等

 内　　容 廃棄物の減量・資源化の促進を図るため、廃棄物の適正な処理の普及・啓発を行う

クリーンかすかべ推進員を委嘱するにあたり、各自治会等から１人の推薦について、

依頼します。ただし、２人以上の推薦を希望する場合はこの限りではありません。ま

た、任期内に推進員を変更等する場合は、選任（変更）届を提出してください。 
●推薦時期：２年毎の３月　　●任期：２年　　●報酬等：なし

 担　　当 リサイクル衛生課　リサイクル衛生担当(内線 3537)

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 内　　容 国勢調査の調査員の推薦 

調査の円滑実施のため、調査書類の配布、記入依頼、調査票の回収を行う調査員の

推薦を依頼します。対象団体全体に対して約１０００人（人数は自治会によって変動。） 

推薦時期：令和７年４月頃（推薦期限６月上旬） 
●任期：令和７年９月から１０月の約２か月間 
●報酬等：あり。調査員本人へ支払い（国で定められた金額で、世帯数等によって変

動。）

 実施時期 ５年ごと（令和７年実施予定）

 担　　当 市政情報課　統計担当(電話 048-736-1143・直通）

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 内　　容 民生委員・児童委員候補者については担当区域に該当する各自治会長あてに、主

任児童委員候補者については各地区連合会長あてに、選出を依頼します。 
●推薦時期：一斉改選時及び任期途中で欠員が生じた時（市内定数 345 名） 
●任期：３年　　●報酬等：なし

 担　　当 福祉総務課　福祉総務担当(内線 2714)

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 内　　容 地域と連携を図りなら防犯活動を推進し、事件・事故等の未然防止と地域の平穏・

安全のため、自治会内の世帯数に応じ地域防犯推進委員の推薦を依頼します。 
●推薦時期：２年ごとの４月　　●任期：２年　　●報酬等：なし

 担　　当 春日部市防犯協会（事務局：春日部警察署生活安全課）

 対象団体 自治会連合会加盟自治会が設立する自主防災組織

 内　　容 協議会事業や防災活動の推進、また、自主防災組織相互の連携を密にして交流と

情報交換を図るため、各地区自治会連合会から役員として自主防災組織の代表者

及び防災士１名ずつの選出を依頼します。 
●推薦時期：２年ごとの１０月　　●任期：２年　　●報酬等：なし

 担　　当 春日部市自主防災組織連絡協議会 

（事務局：危機管理防災課　危機管理防災担当　内線 2135）



【募金のお願い】 

１．「愛の募金」 

 

２．日本赤十字社埼玉県支部「赤十字会員増強運動」（埼玉県内） 

 

３．赤い羽根共同募金・歳末たすけあい募金 

 

４．社会福祉協議会 会員会費 

 

５．「緑の募金」 

 

 

 

【注意点】募金への協力に関して 
募金等は個人の自由意志に基づく行いです。しかしながら自治会活動の負担軽減のために、事実上、

募金額を含む自治会費を集め、一括集金された自治会費から募金の一括納付が多く行われますが、総
会で予算案（一括募金）が承認されたとしても、あくまでもどのような募金に応じるかは個人の権利に属す
るものであることから、自治会による強制（相手の意に反する説得）はできないという点に留意ください（大
阪高裁 H19.8.24 判決）。 

この場合には、募金額相当分を含まない自治会費を徴収するなどの柔軟な配慮が求められます。

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 内　　容 春日部地区更生保護女性会も参加し、毎年７月に法務省が主唱して実施される“社会を

明るくする運動”での「愛の募金運動」に際し、県更生保護女性連盟からのチラシの配布

を依頼します。（「愛の募金」については県更生保護女性連盟☎048-863-5788 へ。）

 募集時期 ７月～８月中

 担　　当 福祉総務課　福祉総務担当(内線 2715)

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 内　　容 災害による国内外の被災者支援等を主な活動としている赤十字社について説明会

を開催し、各世帯に活動資金（寄付）の協力をお願いします。

 募集時期 各地区説明会終了後～６月中

 担　　当 福祉総務課　福祉総務担当(内線 2713)

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 内　　容 民間の社会福祉活動の推進を図るため、９月下旬に各自治会へ募金の協力を依頼

します。

 募集時期 １０月～３月中

 担　　当 社会福祉協議会　総務担当(☎ 762-1081)

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 内　　容 「誰もが住みやすいまちづくり」を推進するため、各自治会に社協会員会費への協

力を依頼します。

 募集時期 各地区説明会終了後～６月中

 担　　当 社会福祉協議会　総務担当(☎ 762-1081)

 対象団体 自治会連合会加盟自治会

 
内　  容

緑に親しみ健全で豊かな心育む環境づくり、快適で住み良い緑豊かなまちづくりを

進めるため、「緑の募金(家庭募金)」への協力を依頼します。

 募集時期 毎年 5 月に実施

 担　　当 公園緑地課　公園管理担当(内線 3688)



オンライン会議や情報共有できる無料サービス等 

 

会議関係 

スマートフォンや（画面上部等に小さな撮影カメラ付きの）パソコンで、無料

のアプリをインターネット経由で取り入れると、手軽な操作で相手の顔を見な

がら通話できます。関係者が同時にアプリを使用して互いにつながっている状

況では、簡易的なオンラインでの会議となります。スマートフォンやパソコン

の画面は皆が同じものを共有することも可能です。チャット（文字やり取りの

会話）機能も併用されているものもあります。（サービス内容の変更、無料･有料の条

件の変更等、利用に際してはサービス提供者の最新情報を確認ください。） 

◆LINE（ライン） 

▶最大２００人／時間制限無／チャット機能 

◆Facebook（フェイスブック）の Messenger Rooms（メッセンジャー・ルームス） 

▶最大５０人／時間制限無／チャット機能 

◆Google Meet（グーグル・ミート） 

▶最大１００人／６０分の時間制限／チャット機能 

◆ZOOM（ズーム） 

▶最大１００人／４０分の時間制限（２人利用や有料版は無制限）／チャット機能

／録画機能 

◆Microsoft Teams（マイクロソフト・チームス） 

▶最大１００人／６０分の時間制限／チャット機能有 

 

回覧板・掲示板関係 

◆チームルーム掲示板（価格コム） 

▶掲示板の書き込みに PDF 画像とした資料の添付可能。 

◆デジタル回覧板（㈱クレアンスメアード） 

▶アンケート機能、資料の閲覧機能等もあります。 

◆マチコミ（㈱ドリームエリア） 

▶掲示板では５０のグループ設定ができます。アンケート、カレンダー機能も。 

 

こちらに記載してあるものはあくまで参考です。他にも多くのサービスが提

供されていますので、地域の実情に応じてご検討ください。

（令和７年５月現在）
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